平成23年度第1回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会議事概要（案）
１．日　時：平成23年11月22日（火）17:00～19:00
２．場　所：大阪府公館
３．出席者：松村委員長、阿部委員、小杉委員、千木良委員、深町委員、矢守委員、計６名
　　　　　　箕面市、高槻市、交野市、八尾市、富田林市、河内長野市、和泉市、泉南市、計８市
４．まとめ
　○委員長の選出について
　　・松村委員が委員長に選出された。

○大阪府の土砂災害対策の現状について
　（市町村意見）
　　・ワークショップ形式によるハザードマップ作成した地域は、住民の防災意識が変わった。
（委員意見）
・大阪府民は土砂災害に関心が低い。意識向上のため、地道な努力が必要。
・ハザードマップ作成の状況写真を見ると、高齢者の参加が目立つ。幅広い層、特に次世代を担う子供たちの参加が必要。
・古文書を整理し、災害の歴史と地域の地質・地形をひも解くこと。
○大阪府の土砂災害対策の課題について
（市町村意見）
　・避難判断マニュアルを作成し、町会・自治会毎に個別説明を実施したが、危険箇所が市域を跨る場合、避難勧告等の発令基準が各市で違うと住民が混乱する恐れがある。
　　・「災害時要援護者支援プラン」を作成したが、山間部は高齢化し、災害時要援護者の支援を高齢者（災害時要援護者）がしなければならない現状。
　（委員意見）
【土砂災害防止法】
・山間の危険な住宅を増やさないためにも、土砂災害防止法の区域指定は、早く実施すべき。
　私権の制限を伴うが、制限をかけざるを得ないことを説明・説得し、断固とした姿勢が必要。
　　【ハード対策】
・東日本大震災では、開園中の保育所での死者はなかった。災害時要援護者施設も種別によって考慮すべき。
・現場を見せてもらったが、渓流に大きな石がたくさんあるようなものでもない。大阪ではコンクリートだけで砂防えん堤を作る必要がない。コスト縮減も検討すべき。
・施設整備の優先箇所の絞り込みの際に、想定規模を小さくして、広く進めて行くことも検討できるのではないか。
【警戒避難体制】
・避難が空振りであっても、逃げて良かったと思える社会づくりが重要。
　特に土砂災害の予測は難しく、100％の予測など不可能であることを、うまく説明。
・避難場所に指定されているところが、危険である場合が見受けられる。
【全般】
・ハード対策をすると、100％安全と勘違いし、住民の意識低下することが懸念。
・行政だけでハード対策を先行させてはダメ。地域での意識向上があってのハード対策が必要。
　（ハードとソフトの連携が必要）
・自助と共助をフォローする公助の図式。
　（防災意識の低いところを公助で守るという図式もあるので・・・）
